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529,458,000 27,757,000 0 0 557,215,000 557,215,000 561,093,619 0 △ 3,878,619

507,836,000 32,337,000 0 0 540,173,000 540,173,000 555,240,587 0 △ 15,067,587

21,622,000 △ 4,580,000 0 0 17,042,000 17,042,000 5,853,032 0 11,188,968

（１） 収益的収入及び支出

 　（単位：円）

区　　　分

予　　算　　額

決　算　額 予算額に比べ
決算額の増減

備考当　　　初
予　算　額

補　　　正
予　算　額

地方公営企業法第
24条第3項の規定
による支出額に係

る財源充当額

8,965,147

合　計

 第1款
 下水道事業収益 643,684,000 △ 21,589,000 0 622,095,000 649,741,458 27,646,458

　第1項
  営業収益 101,150,000 △ 4,620,000 0 96,530,000 105,495,147

備　考
当初予算額

(うち、仮受消費税
9,571,377円)

　第2項
  営業外収益 542,534,000 △ 16,969,000 0 525,565,000 544,246,311 18,681,311

　第1項
  営業費用

 　（単位：円）

区　　　分

予　　算　　額
地方公営企業
法第26条第2
項の規定によ

る繰越額

合　計 決 算 額

地方公営
企業法第
26条第2
項の規定
による繰

越額

不 用 額
補正予算額

予算費
支出額

流　用
増減額

小　計

 第1款
 下水道事業費用

0

0
(うち、仮払消費税
13,994,342円)

0

　第2項
  営業外費用

00

令 和 ６ 年 度 楢 葉 町 下 水 道 事 業 会 計 決 算 報 告 書

   収　　　入

   支　　　出

地方公営企業法第
24条第3項の規定
による支出額

0
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35,495,000

0

4,498,000

27,637,000

3,360,000

0

283,515,000 △ 7,650,000 0 275,865,000 19,800,000 57,200,000 2,440,751

151,407,000 △ 7,484,000 0 143,923,000 19,800,000 57,200,000 2,440,100

132,108,000 △ 166,000 0 131,942,000 0 0 651

 　（単位：円）   収　　　入

△ 32,992,000 35,495,000 0

（２） 資本的収入及び支出

決　算　額 予算額に比べ
決算額の増減当　　　初

予　算　額
補　　　正
予　算　額

小　計 合　計

　第2項
　他会計負担金

4,498,000

区　　　分

予　　算　　額

0

68,487,000

4,498,000

備　考

35,495,000

　第1項
　企業債

1,000 △ 1,000 0 0 0

 第1款
 資本的収入

4,498,000 0

27,637,000

　第4項
　国庫補助金

36,350,000 △ 32,990,000 3,360,000 3,360,000

合　計

　第5項
　県補助金

1,000 △ 1,000 0

備　考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業
法第26条によ
る繰越額

流　用
増減額

　第3項
　他会計補助金

 　（単位：円）
予　　算　　額

決 算 額

翌　年　度　繰　越　額

小　計

地方公営企
業法第26条
による繰越

額

(うち、仮払消費税
9,462,081円)

合　計

131,942,000 131,941,349 0

 第1款
 資本的支出

区　　　分

　第1項
　建設改良費

163,723,000 104,082,900

0

27,637,000 0 27,637,000 0

0

295,665,000 236,024,249 57,200,000

不 用 額

57,200,000

0 0

　第2項
　企業債償還金

　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額200,529,249円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額9,462,081円、当年度分損益勘定留保資金
78,291,448円、当年度未処分利益余剰金112,775,720円で補填した。

   支　　　出

地方公営企業法第
26条の規定による
繰越額に係る財源

充当額

0

0

0

0

0
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１．営業収益

　（１）下水道使用料 95,713,770

　（２）その他営業収益 210,000 95,923,770

２．営業費用

　（１）管渠費 8,278,064

　（２）処理場費 126,559,561

　（３）業務費 8,031,380

　（４）総係費 44,438,730

　（５）減価償却費 309,153,759

　（６）資産減耗費 44,775,441

　（７）その他営業費用 9,310 541,246,245

　　　　営　 業　損　 失 445,322,475

３．営業外収益

　（１）他会計負担金 116,949,000

　（２）他会計補助金 196,435,000

　（３）長期前受金戻入 230,862,311

　（４）雑収益 7,589 544,253,900

（単位：円／消費税抜）

令 和 ６ 年 度 楢 葉 町 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書

（令和６年４月１日 から 令和７年３月３１日 まで）
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４．営業外費用

　（１）支払利息 3,524,032

　（２）雑支出 14,589,826 18,113,858 526,140,042

　　　　経　 常　利　 益 80,817,567

　　　　当年度純利益 80,817,567

　　　　前年度繰越利益剰余金 74,822,927

　　　　その他未処分利益剰余金変動額 0

　　　　当年度未処分利益剰余金 155,640,494

-4-



      （単位：円）

国庫（県）
補助金

他会計
補助金

他会計
負担金

資本剰余金
合計

減債積立金 利益積立金
建設改良
積立金

前年度末残高 42,959,231 48,318,232 1,910,363 93,187,826 0 0 0

前年度処分額 0 0 0 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0 0 0

当年度変動額 0 0 0 0 0 0 0

一般会計出資金の受入 0 0 0 0 0 0 0

減債積立金の組入れ 0 0 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0 0 0 0

処分後残高 1,466,404,316 42,959,231 48,318,232

令 和 ６ 年 度 楢 葉 町 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（令和６年４月１日 から 令和７年３月３１日 まで）

資　本　金

剰余金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

未処分利益剰余金 利益剰余金合計

1,466,404,316 74,822,927 74,822,927 1,634,415,069

0 0 0 0

0 0 0 0

1,634,415,069

74,822,927

（繰越利益剰余金）

0 80,817,567 80,817,567 80,817,567

0

80,817,567 80,817,567

0 0 74,822,927

0 0 0

1,910,363 93,187,826

48,318,232 1,910,363 155,640,49493,187,826

0

0 0 0 0

80,817,567

0 0 0

（当年度未処分利益剰余金）

1,715,232,636

155,640,494

当年度末残高 1,466,404,316 42,959,231
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　処分後残高

　　　      　（単位：円）

1,466,404,316　当年度末残高

　議会の議決による処分額 0 0

1,466,404,316

令 和 ６ 年 度 楢 葉 町 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書 （案）

資　本　金 未処分利益余剰金

0

資本余剰金

93,187,826 155,640,494

（繰越利益余剰金）

155,640,494
93,187,826
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令 和 ６ 年 度 楢 葉 町 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表
（令和７年３月３１日）

（単位：円／消費税抜）

資産の部

１．固定資産

（１）有形固定資産

イ．土地 137,557,224

ロ．建物 511,106,568

建物減価償却累計額 △ 31,895,134 479,211,434

ハ．構築物 6,005,041,429

構築物減価償却累計額 △ 389,462,712 5,615,578,717

ニ．機械及び装置 912,075,247

機械及び装置減価償却累計額 △ 201,779,245 710,296,002

ホ．車両運搬具 427,277

車両運搬具減価償却累計額 0 427,277

ヘ．工具、器具及び備品 1,935,941

工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 568,804 1,367,137

ト．建設仮勘定 18,000,000

  有　形　固　定　資　産　合　計 6,962,437,791

（２）無形固定資産

イ．その他無形固定資産 1,602,902

  無　形　固　定　資　産　合　計 1,602,902

固　定　資　産　合　計 6,964,040,693
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２．流動資産

（１）現金預金 93,505,422

（２）未収金 12,028,251

イ．貸倒引当金 △ 62,800 11,965,451

（３）その他流動資産 1,326,355

流　動　資　産　合　計 106,797,228

資 　　産　　合 　　計 7,070,837,921

負債の部

３．固定負債

（１）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 490,191,568

  企　業　債　合　計 490,191,568

固　定　負　債　合　計 490,191,568

４．流動負債

（１）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 113,475,150

  企　業　債　合　計 113,475,150

（２）未払金 40,832,082

（３）引当金

イ．賞与引当金 910,000

  引　当　金　合　計 910,000

（４）預り金 50,000

流　動　負　債　合　計 155,267,232
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５．繰延収益

（１）長期前受金 5,151,317,594

イ．長期前受金収益化累計額 △ 441,171,109

繰　延　収　益　合　計 4,710,146,485

負　　 債　　合　　 計 5,355,605,285

資本の部

６．資本金

（１）資本金

イ．固有資本金 1,466,404,316

資　本　金　合　計 1,466,404,316

７．剰余金

（１）資本剰余金

イ．国庫（県）補助金 42,959,231

ロ．他会計補助金 48,318,232

ハ．他会計負担金 1,910,363

  資　本　剰　余　金　合　計 93,187,826

（２）利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金 155,640,494

  利　益　剰　余　金　合　計 155,640,494

剰　余　金　合 計 248,828,320

資　 本　 合　 計 1,715,232,636

負 債 資 本 合 計 7,070,837,921
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　令和5年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　　

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　 定額法による。

　　　　・主な耐用年数　 建　物　　　　　   　 8～50 年

構築物　　  　　　　 10～50 年

機械及び装置　　　 5～35 年

車両運搬具 6 年

工具、器具及び備品　　　　 　 1～12 年

　２　引当金の計上方法

　（１）退職給付引当金

　　　　・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）賞与引当金

　　　　・職員の期末手当及び勤勉手当に備えるため、当事業年度末における支給額見込額に基づき、当事業年度の負担に

　　　　　属する額を計上している。

　（３）貸倒引当金

　　　　・債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒見込額による回収不能額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　  　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　貸借対照表等関連に関する注記

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）

      のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は25,275千円である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　２　報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負債、その他の項目の金額

　　　　報告セグメントが一つのため、記載を省略している。

             注  記

　　　　楢葉町下水道事業では公共下水道事業のみを運営しているため、事業全体を一つのセグメントとして区分している。

令和 ７ 年 ９ 月 １６ 日　　提出
楢　葉　町　長　　　　　　松　本　幸　英
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 決 算 附 属 書 類 

 
 

 

 

             



１　概　　況

　(１) 総括事項

も住民の安全、安心な暮らしを守るため、管渠の復旧工事や各処理場及びマンホールポンプ場等の更新、修繕を行うことで、健全な下水道事業に努

めた。

計への移行により明確な経営状態の把握が可能となったことから、これからの事業運営にあたっては、収入の確保に努めるとともに、計画的、効率

的な維持管理や設備等の更新などの費用を抑制するなど、経済性の発揮及び住民福祉の推進に取り組む。

　　(イ) 経営の収支状況について

　80,817,567円の純利益となった。

　　収入の主な内容は、下水道使用料、排水設備工事指定店に関する手数料、長期前受金戻入、一般会計からの負担金及び補助金によるものである。

　なお下水道使用料の収納率については、現年度分で97.9％、過年度分と合わせた全体額では97.7％となった。

　人件費、事務費等である。

　　(ロ) 公共下水道普及状況について

ける下水道の普及率は83.8％となった。今後も未接続世帯への働きかけを継続する。

　　(ハ) 建設改良事業について

　桝の設置工事等を行った。なお、北地区浄化センターの電気設備改修工事は部品調達難による納期遅延により繰越事業となった。

     令 和 ６ 年 度 楢 葉 町 下 水 道 事 業 報 告 書

　公共下水道事業は、管渠施設や汚水処理場を計画的に整備することで生活環境の維持や改善、公共用水域の水質保全を目的としているが、本年度

　今後人口減少による使用料収入の減少や下水処理にかかる施設、設備の老朽化に伴う修繕等に多額の費用や企業債の償還が見込まれる中、企業会

　　経営状況のうち、事業の営業活動を表す収益的収支（消費税抜）においては、収入総額640,177,670円に対し、支出総額559,360,103円となり、

　　支出の主な内容は、下水道施設の維持管理にかかる修繕費、委託費、光熱水費及び固定資産減価償却費、資産減耗費、下水道事業全般にかかる

　　本年度末における下水道処理区域の世帯数は2,689戸であり、そのうち下水道接続戸数は2,513戸、未接続戸数は176戸となった。なお、世帯にお

　　本年度は、建設改良事業としてマンホールポンプの入替、処理場の機器修繕工事を行い、また下水道管渠に関しては、管渠の復旧工事及び公共
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　(２) 経営指標に関する事項

一方、料金水準の妥当性を示す経費回収率は、40.5％となり、事業に必要な費用を事業収益で賄えている状況とされる100％を大きく下回る。また、

管渠老朽化状況として法定耐用年数を経過した管渠はなく、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は9.0％となっている。

　今後、収入においては接続率向上への取組みの推進や適切な費用負担に応じた使用料改定の検討を、支出においてはストックマネジメント計画に

則り予防保全的な管理を行い、費用の平準化を図りながら、計画的、効果的な施設の維持管理を進める。

＜経営指標の推移＞

　(３) 議会議決事項

令和６年度楢葉町下水道事業会計補正予算（第１号）

提出年月日

令和６年１２月５日

令和７年３月１２日

議案第２９号 令和７年度楢葉町下水道事業会計予算 令和７年３月１０日 令和７年３月１３日

議案第２３号 令和６年度楢葉町下水道事業会計補正予算（第３号） 令和７年３月１０日

令和５年度

議決年月日

令和６年９月１０日 令和６年９月１３日

経費回収率

4.3%

議案第６５号 令和６年度楢葉町下水道事業会計補正予算（第２号） 令和６年１２月４日

114.4%

40.5%

116.7%

61.2%

議案第５０号

　令和6年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、114.4％となり、健全経営の水準とされる100％を上回る。

件                            名

令和６年度

9.0%

経常収支比率

項目

議案番号

有形固定資産減価償却率
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　(４) 行政官庁認可事項

　(５) 職員に関する事項

　(６) 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

　「該当事項なし」

令和６年６月１９日

許認可年月日

令和６年４月１９日 国土交通大臣 令和６年度社会資本整備総合交付金交付申請

件                            名申請先申請年月日

職員数

増減

－３ 名

３ 名 －計

令和６年度

３ 名

３ 名

令和５年度区       分

-13-



２　工　　事

（単位：円）

着工年月日 竣工年月日 備考

R6.7.8 R6.10.24

R6.6.7 R7.2.19

R6.7.17 R6.12.25

R6.7.8 R7.2.28

R6.6.27 R7.2.7

R6.7.10 R6.12.25

R6.9.2 R7.2.28

R6.7.22 R6.10.10

R7.1.27 R7.3.18

工　事　場　所 工　事　内　容 工　事　費

13,187,900

山田浜字山道北　外 水中ポンプ入換　N＝10基 25,300,000

（１）建設工事の概況（工事費が1件130万円以上となるもの）

工　事　名

町道上ノ原・南代線管渠復旧工事 下繁岡字南代地内
管布設替え∮150mm
リブ付硬質塩化ビニール管
L=81.2m

マンホールポンプ更新工事

南地区浄化センター水処理設備機器等
修繕工事 山田浜字後3番地の1

返送汚泥ポンプ、二次処理水スト
レーナ、曝気装置修繕 16,500,000

北地区浄化センター曝気装置修繕工事 井出字田仲24番地の4
インバータ・コンバータ、主回路構
成機器・取付配線修繕 11,000,000

北地区浄化センター汚泥処理設備修繕
工事 井出字田仲24番地の4

原液移送・ポリ鉄注入・高分子凝集
注入ポンプ交換 1,870,000

北地区浄化センター水処理設備機器等
修繕工事 井出字田仲24番地の4

返送汚泥ポンプ・土壌脱臭装置修
繕、返送汚泥ポンプ配管設備点検 10,560,000

南北浄化センター監視システム更新工
事 山田浜字後3番地の1　他

工業用・汎用パソコン更新、監視ソ
フトウェアバージョンアップ 9,779,000

第10中継ポンプ場マンホール蓋交換工
事 山田岡字下岩沢地内

親子マンホール蓋交換
∮900×∮600 1,375,000

マンホール周辺舗装修繕工事 北田字細内地内　他 舗装修繕　N＝7箇所 1,843,600
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３　業　　務

比　率

100.7%

104.1%

97.2%

97.2%

101.6%

　　　　　　　　　（単位：円/消費税抜）

比　率

101.9%

102.0%

84.0%

112.3%

90.8%

160.7%

98.8%

21.2%

110.6%

74,223,000

△ 28,221

61,449,157

1,818,25095,923,770

　雑収益

　他会計補助金 122,212,000

7,589 35,810

640,177,670 578,728,513

196,435,000

合計

△ 11,781,000

△ 2,782,872

116,949,000 128,730,000

　長期前受金戻入 230,862,311 233,645,183

備　　　考

△ 43㎥

8,144㎥

科　　　目

営業収益

　下水道使用料

　その他営業収益

営業外収益

210,000 250,000

544,253,900 484,622,993

94,105,520

95,713,770 93,855,520 1,858,250

△ 40,000

59,630,907

　他会計負担金

比　　　　　較

比　　　　　較

増　減

35人

100戸

△ 15,659㎥

令和６年度

（１）業務量

（２）事業収入に関する事項

事　　　項 令和５年度

4,838人

2,513戸

537,182㎥

1,472㎥

517,105㎥

年 間 総 処 理 水 量

日 平 均 処 理 水 量

有 収 水 量

処 理 人 口

処 理 戸 数

令和６年度

508,961㎥

令和５年度

4,803人

2,413戸

備　　　考

増　減

552,841㎥

1,515㎥
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　　　　　　　　　（単位：円/消費税抜）

比　率

112.8%

219.4%

117.7%

101.4%

229.1%

97.3%

193.6%

皆増

110.4%

62.0%

135.9%

皆減

皆減

111.0%

△ 7,864,061

　その他特別損失 － 7,864,061 △ 7,864,061

営業費用 541,246,245 479,628,794

　管渠費 8,278,064

　支払利息

3,773,675

　減価償却費 309,153,759 317,893,376

営業外費用 18,113,858 16,412,731

　処理場費 126,559,561 107,521,211

　資産減耗費 44,775,441 23,126,397

　業務費 8,031,380 7,920,920

　その他営業費用 9,310

合計 559,360,103 503,905,586

　総係費 44,438,730 19,393,215

　雑支出 14,589,826 10,731,973

3,524,032 5,680,758

－

特別損失 － 7,864,061

61,617,451

4,504,389

19,038,350

科　　　目 令和６年度 令和５年度
比　　　　　較

備　　　考
増　減

（３）事業費に関する事項

55,454,517

110,460

25,045,515

△ 8,739,617

1,701,127

△ 2,156,726

3,857,853

21,649,044

9,310
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４　会　　計

（単位：円）

契約年月日

R6.4.1 8,758,288

R6.4.1 2,217,600

R6.4.1 2,530,000

R6.4.1 62,040,000

R6.4.1 1,507,000

R6.4.1 1,045,000

R6.4.1 4,840,000

R6.9.2 8,235,700

（単位：円）

三谷コンピュータ株式会社

契約の相手方

前年度末残高 本年度借入高

随意

双葉地方水道企業団 随意

南北浄化センター非常用発電設備保守点検業務委託

契約内容

下水道使用料徴収事務委託

地方公営企業会計システム保守委託業務

クボタ環境エンジニアリング株式会社
東北支店

入札

随意

契約の方法

153,897,023

603,666,718

松本電気管理事務所 入札

株式会社ニノテックいわき営業所 入札

入札株式会社クレハ分析センター

本年度償還額 本年度末残高

43,260,970

131,941,349

　　ロ　一時借入金

0

　　　「該当事項なし」

公営企業会計運用支援業務委託

南北浄化センター水質検査業務委託

南北浄化センター維持管理業務委託

南北浄化センター自家用電気工作物保守点検業務委託

（２）企業債及び一時借入金

　　イ　企業債

財務省資金運用部

地方公共団体金融機構

合計

538,450,074

197,157,993

735,608,067

0

0

借入先

税理士法人アミック＆パートナーズ

（１）重要契約の要旨

88,680,379

　　委託契約(契約額が1件50万円以上となるもの）

契約金額

449,769,695

下水道施設計装設備保守点検業務委託 株式会社ニノテックいわき営業所 入札
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５ そ の 他 

（１） 決算後に生じた企業の状況に関する重要事実 

「該当事項なし」 

 

（２） 他会計負担金等の使途について 

イ 収益的収入 

営業外収益における他会計負担金 116,949,000円については、営業費用の総係費（不課税仕入）に 14,863,930円、減価償却費（不課税仕入）

に 78,291,448円、固定資産除却損（不課税仕入）に 23,793,622円を充当した。      

営業外収益における他会計補助金 196,435,000 円については、営業費用の管渠費、処理場費等（課税仕入）に 160,488,094 円、営業費用の

管渠費（不課税仕入）に 299,600 円、処理場費（不課税仕入）に 6,684,616 円、総係費（不課税仕入）に 23,705,666 円、また営業費用の管

渠費（非課税仕入）に 65,526 円、処理場費（非課税仕入）に 1,456,204 円、総係費（非課税仕入）に 208,762 円、営業外費用の雑支出（不

課税仕入）に 2,500円、企業債利息（非課税仕入）に 3,524,032円を充当した。    

 

ロ 資本的収入 

他会計負担金 4,498,000円（課税仕入）については、企業債元金償還金に 4,498,000円を充当した。 

他会計補助金 27,637,000円（課税仕入）については、企業債元金償還金に 27,637,000円を充当した。 
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令和６年度楢葉町下水道事業キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日 から 令和７年３月３１日 まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 80,817,567

　減価償却費 309,153,759

　資産減耗費 44,775,441

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 19,800

　賞与引当金の増減額（△は減少） 124,340

　長期前受金戻入額 △ 230,862,311

　支払利息及び企業債取扱諸費 3,524,032

　未収金の増減額（△は増加） 7,553,035

　未払金の増減額（△は減少） 15,942,349

　小計 231,048,012

　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 3,524,032

　仮払消費税及び地方消費税 △ 1,326,355

　業務活動によるキャッシュ・フロー 226,197,625

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 73,639,000

　国庫補助金等による収入 3,360,000

　一般会計からの繰入金による収入 31,405,049

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 38,873,951

  （単位：円）
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 202,248

　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 132,143,597

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 131,941,349

資金に係る換算差額 △ 20,557,322

４　資金の増加額 34,825,003

５　資金の期首残高 58,680,419

６　資金の期末残高 93,505,422
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収入 (単位：円/消費税抜)

款 項 目 節 金　　額 備　　考

640,177,670

95,923,770

95,713,770

下水道使用料 95,713,770

210,000

手数料 210,000

544,253,900

116,949,000

他会計負担金 116,949,000

196,435,000

他会計補助金 196,435,000

230,862,311

長期前受金戻入 230,862,311

7,589

その他雑収益 7,589

支出 (単位：円/消費税抜)

款 項 目 節 金　　額 備　　考

559,360,103

541,246,245

8,278,064

備消耗品費 600

委託料 6,223,038

手数料 312,900

賃貸料 65,526

工事請負費 1,676,000

下水道使用料

その他営業収益

他会計補助金

収 益 費 用 明 細 書

雑収益

他会計負担金

長期前受金戻入

営業外収益

下水道事業収益

営業収益

管渠費

営業費用

下水道事業費用
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款 項 目 節 金　　額 備　　考

126,559,561

給料 3,541,200 予算額　3,542,000

手当 2,892,694 予算額　3,135,000

法定福利費 1,178,884 予算額　1,317,000

備消耗品費 1,088,684

光熱水費 15,171,315

通信運搬費 1,424,554

委託料 70,870,800

手数料 1,855,500

修繕費 27,700,610

保険料 277,320

賞与等引当金繰入額 558,000

8,031,380

通信運搬費 69,300

委託料 7,962,080

44,438,730

給料 7,418,400 予算額　7,419,000

手当 5,351,027 予算額　5,411,000

法定福利費 2,419,286 予算額　2,584,000

旅費 68,556

備消耗品費 327,378

燃料費 158,724

印刷製本費 13,455

通信運搬費 14,789

委託料 4,503,000

手数料 39,200

修繕費 235,330

負担金 23,260,366

保険料 167,770

業務費

総係費

処理場費
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款 項 目 節 金　　額 備　　考

公課費 66,700

貸倒損失 22,949

賞与等引当金繰入額 352,000

貸倒引当金繰入額 19,800

309,153,759

有形固定資産減価償却費 309,153,759

44,775,441

固定資産除却費 44,775,441

9,310

雑支出 9,310

18,113,858

3,524,032

企業債利息 3,524,032

14,589,826

その他雑支出 14,589,826

資産減耗費

支払利息

営業外費用

雑支出

その他営業費用

減価償却費
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収入 (単位：円/消費税抜)

款 項 目 節 金　　額 備　　考

35,495,000

4,498,000

4,498,000

他会計負担金 4,498,000

27,637,000

27,637,000

他会計補助金 27,637,000

3,360,000

3,360,000

国庫補助金 3,360,000

支出 (単位：円/消費税抜)

款 項 目 節 金　　額 備　　考

226,562,168

94,620,819

510,000

工事請負費 510,000

13,239,000

工事請負費 13,239,000

80,871,819

修繕費 41,890,000

負担金 38,981,819

131,941,349

131,941,349

元金償還金 131,941,349

資本的支出

企業債償還金

管渠建設費

管渠改良費

企業債償還金

建設改良費

処理場建設改良費

 資 本 的 収 入 支 出 明 細 書

他会計負担金

他会計補助金

国庫補助金

他会計負担金

他会計補助金

国庫補助金

資本的収入
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当年度増加額 当年度減少額 累計

土地 137,557,224 0 0 137,557,224 0 0 0 137,557,224

建物 511,106,568 0 0 511,106,568 15,947,567 0 31,895,134 479,211,434

構築物 5,996,953,171 13,749,000 5,660,742 6,005,041,429 194,826,702 244,544 389,462,712 5,615,578,717

機械及び装置 889,140,096 41,890,000 18,954,849 912,075,247 98,108,971 1,687,758 201,779,245 710,296,002

車両運搬具 2,334,846 0 1,907,569 427,277 0 858,406 0 427,277

工具、
器具及び備品

2,547,643 0 611,702 1,935,941 270,519 550,532 568,804 1,367,137

建設仮勘定 0 18,000,000 0 18,000,000 0 0 0 18,000,000

計 7,539,639,548 73,639,000 27,134,862 7,586,143,686 309,153,759 3,341,240 623,705,895 6,962,437,791

その他無形固定資産 1,602,902 0 0 0 1,602,902

計 1,602,902 0 0 0 1,602,902

　　固　 定 　資 　産　 明　 細 　書

年度末現在高 備考

（２）無形固定資産明細書

（１）有形固定資産明細書

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 年度末現在高

当年度減少額

年度末償却未済高
減価償却累計額

当年度減少額 備考

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減価償却高
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当年度償還高 償還高累計額

下水道企業債 平成6年 151,800,000 9,563,445 151,800,000 0 4.2 令和6年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成7年 109,400,000 6,157,138 103,031,740 6,368,260 3.4 令和7年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成8年 111,500,000 5,724,246 99,580,483 11,919,517 2.7 令和8年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成8年 27,043,000 934,574 27,043,000 0 2.8 令和6年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成8年 25,729,000 885,123 25,729,000 0 2.75 令和6年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成9年 21,257,000 972,045 20,264,435 992,565 2.1 令和7年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成9年 27,062,000 1,232,422 25,804,183 1,257,817 2.05 令和7年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成9年 92,500,000 4,380,501 78,823,094 13,676,906 2 令和9年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成10年 39,964,000 1,615,060 36,630,876 3,333,124 2.1 令和8年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成10年 10,754,000 434,200 9,857,909 896,091 2.1 令和8年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成10年 7,642,000 305,198 6,850,517 791,483 2.1 令和9年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成10年 112,600,000 5,175,547 87,992,115 24,607,885 2 令和11年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成11年 72,900,000 3,704,610 72,900,000 0 2.1 令和6年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成12年 81,300,000 3,733,872 77,517,430 3,782,570 1.3 令和7年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成13年 134,900,000 5,998,825 122,898,751 12,001,249 0.8 令和8年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成13年 54,800,000 2,612,207 54,800,000 0 0.001 令和6年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成13年 11,200,000 533,882 11,200,000 0 0.001 令和6年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成14年 96,700,000 4,152,513 84,192,539 12,507,461 0.5 令和9年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成14年 68,800,000 3,171,046 65,628,922 3,171,078 0.2 令和7年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成14年 7,700,000 350,005 7,349,294 350,706 0.4 令和7年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成15年 134,300,000 5,850,186 110,723,093 23,576,907 0.5 令和10年 旧資金運用部資金

償還終了年度 借入先

企　 業 　債 　明 　細 　書

種類 償還開始年度 発行総額
償還高

未償還残高 年利率
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当年度償還高 償還高累計額
償還終了年度 借入先種類 償還開始年度 発行総額

償還高
未償還残高 年利率

下水道企業債 平成15年 148,900,000 7,115,571 134,572,545 14,327,455 0.65 令和8年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成16年 133,100,000 5,723,916 104,221,615 28,878,385 0.3 令和11年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成16年 140,700,000 6,594,368 120,837,618 19,862,382 0.2 令和9年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成17年 105,100,000 4,537,986 77,776,601 27,323,399 0.1 令和12年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成17年 91,700,000 4,314,101 74,378,760 17,321,240 0.15 令和10年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成18年 66,500,000 2,868,474 46,380,479 20,119,521 0.05 令和13年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成18年 62,800,000 2,732,828 43,662,552 19,137,448 0.01 令和13年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成18年 15,800,000 686,057 10,995,685 4,804,315 0.01 令和13年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成19年 58,400,000 2,513,245 38,284,995 20,115,005 0.01 令和14年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成19年 66,100,000 2,811,972 43,563,690 22,536,310 0.04 令和14年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成19年 14,000,000 601,147 9,188,652 4,811,348 0.01 令和14年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成20年 32,200,000 1,370,102 19,862,918 12,337,082 0.01 令和15年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成20年 58,000,000 2,467,885 35,777,925 22,222,075 0.01 令和15年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成20年 7,900,000 336,143 4,873,200 3,026,800 0.01 令和15年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成21年 32,000,000 1,330,557 14,581,166 17,418,834 0.1 令和19年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成21年 57,800,000 2,743,786 30,354,590 27,445,410 0.005 令和16年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成21年 15,400,000 640,330 7,017,186 8,382,814 0.1 令和19年 公営企業金融公庫

下水道企業債 平成22年 171,300,000 7,025,184 58,033,101 113,266,899 0.09 令和22年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成25年 85,400,000 4,153,942 24,554,421 60,845,579 0.6 令和20年 旧資金運用部資金

下水道企業債 平成26年 29,100,000 1,906,351 10,408,638 18,691,362 0.5 令和16年 旧資金運用部資金

下水道（被災借換） 平成8年 6,400,000 547,285 6,400,000 0 0.5 令和6年 公営企業金融公庫

下水道（被災借換） 平成8年 6,100,000 521,631 6,100,000 0 0.5 令和6年 公営企業金融公庫

下水道（被災借換） 平成9年 1,700,000 134,053 1,565,679 134,321 0.5 令和7年 公営企業金融公庫
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当年度償還高 償還高累計額
償還終了年度 借入先種類 償還開始年度 発行総額

償還高
未償還残高 年利率

下水道（被災借換） 平成9年 2,200,000 173,481 2,026,173 173,827 0.5 令和7年 公営企業金融公庫

下水道（被災借換） 平成10年 5,700,000 416,941 4,863,614 836,386 0.5 令和8年 公営企業金融公庫

下水道（被災借換） 平成10年 1,500,000 109,721 1,279,898 220,102 0.5 令和8年 公営企業金融公庫

下水道（被災借換） 平成10年 1,100,000 77,647 905,200 194,800 0.5 令和9年 公営企業金融公庫

計 2,816,751,000 131,941,349 2,213,084,282 603,666,718
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